
社会全体で科学を文化として育む
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3.5 96.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したことがある 参加したことはない

 「対話・協働」の参加経験

参加したことがある 3.5%

参加したことがない 96.5%

47.3 40.9 0.2 11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しいものの見方やアイディアを生み出すため（知識創造）

経済や社会の課題を解決するための方策を考えるため（政策形成・課題解決）

その他

該当するものはない

 興味のある活動目的

政策形成・課題解決知識創造

52.2 32.3 11.6 2.0 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う ややそう思う どちらともいえない ややそう思わない そう思わない

 「対話・協働」の必要性

そう思う・ややそう思う 84.5%

「WEBサイトに関する調査」より共創（「対話・協働」）についての国民意識調査 JST（2016年3月)

90



科学コミュニケーションの経験

経験あり

経験なし

67.8%

32.2%

自分名義の年間研究助成費別の科学
コミュニケーション活動の経験

より多くの研究費の助成を受けている研究者が
科学コミュニケーション活動の経験がある

「研究者による科学コミュニケーション活動に関するアンケート調査報告書」 JST（2013年7月)①
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科学コミュニケーション活動を行う上での障壁
（コミュニケーション経験の有無にかかわらず）

上位3項目
１．時間的余裕がない
２．活動に必要な事務的な作業が多い
３．業績として評価されない

下位3項目
１．興味がない
２．得るものがない
３．説明義務は論文で十分

「研究者による科学コミュニケーション活動に関するアンケート調査報告書」 JST（2013年7月)②
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科学技術週間標語
全国の小学生・中学生・高校生を対象に「科学技術週
間」を広く国民に知らせるための標語を募集。
最優秀作品については文部科学大臣表彰を実施す
るとともに、科学技術週間周知ポスターや推進要綱へ
の掲載を行っている。

科学技術週間Webページの運営
一家に1枚ポスターのダウンロードやサイエンスカフェ
の開催情報、科学技術週間中の開催行事の情報等、
科学技術への理解増進に関する情報を一元的に発信。

URL：http://stw.mext.go.jp/

サイエンスカフェ
2カ月に一度、文部科学省情報
ひろばにて文科省と日本学術会
議の共催によるサイエンスカフェ
を実施。

科学技術週間中行事
・サイエンスカフェ

大阪・東京の2会場で
科学技術団体連合との共催により実施。

・美パネル展
文科省内にある情報ひろばにて研究等の過程や成
果などで発生した美しく感動的な画像を研究者から
公募し、選出して展示。

4月18日（発明の日）を含む月曜日から日曜日までの1週間を「科学技術週間」とし、各種の科学技術に関
する行事を実施して、科学技術に関してひろく一般国民の関心と理解を深め、我が国の科学技術の振興
を図る。

理解増進資料（一家に1枚ポスター）
大人から子どもまで、ひろく一般国民の科学技術に関す
る関心と理解を深めるため、身近なテーマに、基礎的・普
遍的な科学知識をとりまとめたもの。
毎年企画募集を行ってテーマを決定し、全国の科学館や
博物館などの施設を通じて科学技術週間に一般配布す
るとともに、全国の小学校や中学校などの教育機関にも
配布している。

配布数実績：
平成27年度 244,693枚
平成26年度 235,222枚

販売数実績：
平成27年度 29,650枚
平成26年度 29,922枚

一家に1枚「元素周期表」第9版

平成28年度科学技術週間 最優秀作品：
きみの目は みらいをのぞく むしめがね

参加申込者実績： H27年度 220人
H26年度 215人

文部科学省における科学技術に関する理解増進への取組
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科学技術コミュニケーション推進事業

多様な科学技術コミュニケーション活動の推進 757百万円 （703百万円）

共創的科学技術コミュニケーションの推進

✓ 展示手法

科学技術の面白さを伝えるとともに、国民の疑問
や期待を研究者に伝えるなど、科学者・技術者と
一般市民との橋渡しをする人材の育成。

科学技術コミュニケーションフィールドの運営 1,887百万円 （1,887百万円）

✓ 参加体験型の展示やイベント、実験教室のほか、科
学コミュニケーターとの対話を通じ、最先端の科学技
術と人とをつなぐサイエンスミュージアム
多くの来館者を迎える施設として安全で安定的・継続的な運用を図る

ための設備の保守費、光熱水料、人件費など。

日本科学未来館の運営

大変革時代において、科学技術イノベーションにより、社会的課題などへの対応を図るため、日本科学未来館等のコミュニケーション活動の
場の運営・提供、科学技術コミュニケーターの養成、共創的科学技術イノベーションの推進に向けた取組を実施する。

概
要

共創に向けた科学技術コミュニケーション人材養成・手法等開発

✓ 科学コミュニケーター養成

科学技術対話促進

第一線で活躍する研究者・技術者の監修・参画の
もと、科学コミュニケーターが中心となった、科学
技術と社会の関わりや可能性を共有する取組・展
示手法の開発。
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出展団体数・プログラム数共に広がりを持ちつつある。海外から要人が多数訪問

来館者数

✓ サイエンスアゴラの開催
科学技術を活用してよりよい社会を実現するため、様々な関与者が

多角的に論じ合う、日本最大級の科学コミュニケーションフォーラム。

✓ 科学技術コミュニケーションの推進
【可視化、分析】各地域で実施されている科学技術コミュニケー
ションから社会的課題等を分析・可視化する調査研究等を実施。

科学と
社会の
関係深化

未来共創
イノベー
ション

可
視
化

共
有

分
析

発
信

支
援

実
践

テーマ共創

✓ 科学技術コミュニケーションの支援
【実践支援】大学、地方公共団体、ＮＰＯ等が実施する対話を
通じて社会的問題等の解決に結びつける科学技術コミュニ
ケーション活動への支援。

✓ 対話協働推進
【テーマ共創、共有、発信】社会とともに創り進める科学技術の実現に向け、我が国の科学技術
コミュニケーションの中核機関として、多様な関与者と対話・協働を推進する体制を構築。

科学技術と社会との相対するものとして位置づける従来の関係を、研究者、国民、メディア、産業界、政策形成者といった様々なステークホルダーによる対話・協働、すなわち「共創」
を推進するための関係に深化させることが求められている。（第５期科学技術基本計画 第６章 冒頭)

平成２９年度予算額 ：2,644百万円
（平成２８年度予算額 ：2,590百万円）

※運営費交付金中の推計額
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文部科学省寄附フォーラム

＜東京会場（文科省）＞

【日時】 平成28年6月17日（金）
【プログラム】

・基調講演＜小宮山宏（東京大学元総長）＞
・パネルディスカッション＜大学機関＞

＜大阪会場（立命館大学）＞
【日時】 平成28年7月11日（月）
【プログラム】

・基調講演＜河田 悌一 （日本私立学校振興・共済事業団理事長）＞
・パネルディスカッション＜大学機関＞

平成２８年度前期フォーラム（主催：文科省 運営協力：（一社）ジャパントレジャーサミット）

平成２８年度後期フォーラム（主催：文科省 運営協力：（一社）ジャパントレジャーサミット、NPO日本ファンドレイジング協会）

【日時】 平成28年12月3日（土） 【プログラム】
【場所】 国連大学ウ・タント国際会議場 ・基調講演＜小宮山宏（平成28年度寄付月間推進委員長）＞

・事例発表＜大学生・高校生等＞
・事例発表者によるクロストーク

＜東京会場（文科省）＞
【日時】 平成27年5月14日（木）
【プログラム】

・基調講演＜小宮山宏（東京大学元総長）＞
・パネルディスカッション＜大学機関＞

＜九州会場（九州大学）＞
【日時】 平成27年5月29日（金）
【プログラム】

・基調講演＜有川節夫（九州大学元総長＞
・パネルディスカッション＜大学機関・文化機関＞

平成２７年度フォーラム（主催：文科省 運営協力：（一社）ジャパントレジャーサミット）

＜東北会場（東北大学）＞
【日時】 平成27年6月3日（水）
【プログラム】

・基調講演＜小宮山宏（東京大学元総長）＞
・パネルディスカッション＜大学機関＞

【平成２８年度予算額】1,056千円
【平成２９年度予算額】1,014千円

学長（理事長）や財務担当理事等を対象に、大学等における寄附募集に係る取組事例（先進事例）を共有することで、
寄附受入れ側（主に国立大学）の体制整備等の促進を目的に開催

高校生等の若い世代からの事例発表を中心に据え、未来を創造する上での寄附の重要性等を共有し、社会全体の
寄附意識の向上を目的に開催（寄附月間の公式認定企画として開催）

文部科学省では、社会全体の寄附文化を醸成することなどを目的に平成２７年度から
「文部科学省寄附フォーラム」を開催（平成２８年度までに計６回開催）

学長（理事長）や財務担当理事等を対象に、大学等における寄附募集に係る取組事例（先進事例）を共有することで、
寄附受入れ側（主に国立大学と私立大学）の体制整備等の促進を目的に開催
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